
第
1
回

臨
時
会

会
期
令
和
4
年
5
月
９
日（
1
日
間
）

専
決
処
分
の
承
認

承
認
案
第
5
号
全
会
一
致

可
決

令
和
３
年
度
曽
於
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
12
号
）

２
０
５
９
万
円
追
加

補
正
後
予
算

総
額

３
１
６
億
６
７
５
５
万
円

歳
入
に
つ
い
て
は
、
交
付
決
定

に
よ
る
地
方
交
付
税
や
地
方
消
費

税
交
付
金
の
増
、
事
業
費
確
定
に

よ
る
国
県
支
出
金
や
繰
入
金
等
の

増
減
が
主
な
も
の
で
、
歳
出
に
つ

い
て
は
、総
務
基
金
管
理
費
の
増
、

生
活
保
護
扶
助
費
や
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
事
業
の
減

が
主
な
も
の
で
す
。

条
例
の
一
部
改
正
・
補
正
予
算

議
案
第
40
号

全
会
一
致

可
決

曽
於
市
特
別
職
の
職
員
の
給
与
に

関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

議
案
第
41
号

全
会
一
致

可
決

令
和
４
年
度
曽
於
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
１
号
）

市
職
員
の
懲
戒
処
分
に
伴
い
、

市
長
及
び
副
市
長
の
給
料
月
額
を

改
定
し
、
管
理
監
督
者
と
し
て
の

責
任
を
明
確
に
す
る
た
め
、
令
和

４
年
６
月
の
１
か
月
間
、
市
長
の

給
料
を
１
０
０
分
の
10
減
額
し
、

副
市
長
の
給
料
を
１
０
０
分
の
５

減
額
す
る
も
の
で
す
。

第
2
回

定
例
会

会
期
令
和
4
年
6
月
10
日
か
ら

６
月
24
日
（
15
日
間
）

報

告

報
告
第
１
号

全
会
一
致

可
決

継
続
費
逓て

い

次じ

繰
越
し
の
報
告

令
和
３
年
度
曽
於
市
一
般
会

計
予
算
に
お
い
て
、
総
務
費
の

庁
舎
整
備
事
業
及
び
教
育
費
の

岩
川
小
学
校
改
築
事
業
の
２
件
、

３
億
６
５
６
０
万
円
を
逓
次
繰
越

し
と
し
て
令
和
４
年
度
へ
繰
越
し

た
こ
と
に
つ
い
て
報
告
さ
れ
た
も

の
で
す
。

報
告
第
２
号

全
会
一
致

可
決

繰
越
明め

い

許き
ょ

費
繰
越
し
の
報
告

令
和
３
年
度
曽
於
市
一
般
会
計

予
算
に
お
い
て
、
総
務
費
の
総
務

管
理
事
務
費
を
は
じ
め
と
す
る
30

件
、
30
億
７
９
７
０
万
円
を
繰
越

明
許
費
と
し
て
令
和
４
年
度
へ
繰

越
し
た
こ
と
に
つ
い
て
報
告
さ
れ

た
も
の
で
す
。

専
決
処
分
の
承
認

承
認
案
第
６
号
全
会
一
致

可
決

令
和
４
年
度
曽
於
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
２
号
）

１
億
４
０
７
０
万
円
追
加

補
正
後
予
算

総
額

２
６
２
億
３
０
７
万
円

歳
入
に
つ
い
て
は
、
国
庫
支
出

金
で
民
生
費
国
庫
補
助
金
の
子
育

て
世
帯
等
臨
時
特
別
支
援
事
業
費

補
助
金
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
強
化

交
付
金
が
そ
れ
ぞ
れ
追
加
さ
れ
、

歳
出
に
つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に
よ
る
民

生
費
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
等
臨

時
特
別
給
付
金
支
給
事
業
、
子
育

て
世
帯
生
活
支
援
特
別
給
付
金
支

給
事
業
の
ひ
と
り
親
世
帯
分
、
同

じ
く
ひ
と
り
親
世
帯
以
外
の
子
育

て
世
帯
分
の
増
額
が
主
な
も
の
で

す
。

条
例
の
一
部
改
正

議
案
第
43
号

全
会
一
致

可
決

曽
於
市
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お

け
る
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
及

び
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
の

一
部
改
正

地
域
再
生
法
が
改
正
さ
れ
た
こ

と
に
伴
い
、
企
業
等
が
特
別
償
却

設
備
を
新
設
又
は
増
設
し
た
場
合

の
固
定
資
産
税
の
課
税
免
除
及
び

不
均
一
課
税
の
期
間
を
２
年
か
ら

３
年
に
改
め
る
も
の
で
す
。

議
案
第
46
号

全
会
一
致

可
決

曽
於
市
小
学
校
及
び
中
学
校
の
設

置
並
び
に
管
理
に
関
す
る
条
例
の

一
部
改
正

議
案
第
47
号

全
会
一
致

可
決

曽
於
市
立
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の

設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
の

一
部
改
正

議
案
第
48
号

全
会
一
致

可
決

曽
於
市
教
職
員
住
宅
条
例
の
一
部

改
正以

上
３
議
案
は
、
令
和
５
年
４

月
１
日
に
曽
於
市
立
財
部
北
小
学

校
を
曽
於
市
立
財
部
小
学
校
へ
統

合
す
る
こ
と
に
伴
い
改
正
す
る
も

※
１

逓
次
繰
越
し
と
は
、
そ
の
事
業
の
実
施
期
間
内
で
あ
れ

ば
、
最
終
年
度
ま
で
何
年
で
も
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
る

制
度
の
こ
と
で
す
。

※
２

繰
越
明
許
費
と
は
、
そ
の
年
度
内
に
支
出
が
終
わ
ら
な

い
見
込
み
の
あ
る
も
の
を
、
翌
年
度
に
繰
り
越
し
て
使
用

す
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
の
こ
と
で
す
。

※
２

※
１
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の
で
す
。

問

統
合
に
つ
い
て
以
前
か
ら
議

論
が
あ
っ
た
の
か
。

答

令
和
３
年
11
月
か
ら
議
論
が

始
ま
っ
た
。

問

市
内
に
お
け
る
児
童
数
の
推

移
を
見
る
と
他
の
校
区
か
ら
も
統

合
と
い
う
意
見
が
出
て
く
る
の
で

は
な
い
か
。
統
合
は
行
政
主
導
で

検
討
し
て
は
ど
う
か
。

答

他
の
自
治
体
で
は
行
政
主
導

で
進
め
て
も
地
域
で
の
合
意
形
成

が
得
ら
れ
ず
に
白
紙
に
な
っ
た

ケ
ー
ス
が
あ
る
。
こ
れ
ま
で
ど
お

り
、
地
域
主
導
で
合
意
形
成
が
図

ら
れ
れ
ば
統
合
に
向
け
て
事
務
手

続
を
進
め
た
い
。

財
産
の
取
得

議
案
第
49
号

全
会
一
致

可
決

財
産
の
取
得
（
消
防
ポ
ン
プ
自
動

車
）曽

於
市
消
防
団
大
隅
方
面
隊
麓

分
団
に
配
置
し
て
い
る
平
成
13
年

購
入
の
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
を
更

新
す
る
も
の
で
す
。

取
得
金
額

２
８
０
５
万
円

議
案
第
50
号

全
会
一
致

可
決

財
産
の
取
得
（
本
庁
舎
増
築
庁
舎

事
務
用
機
器
）

市
役
所
本
庁
増
築
庁
舎
に
配
置

す
る
事
務
用
機
器
を
取
得
す
る
も

の
で
す
。

取
得
金
額
２
７
６
４
万
５
９
７
０
円

議
案
第
51
号

全
会
一
致

可
決

曽
於
市
道
路
線
の
認
定

財
部
町
南
俣
の
南
九
州
畜
産
獣

医
学
拠
点
事
業
の
整
備
計
画
地
と

市
道
阿あ

邪ぜ

里り

線
と
を
結
ぶ
道
路
で

あ
り
、
産
業
の
開
発
及
び
文
化
交

流
に
供
す
る
と
い
う
認
定
の
用
件

及
び
幅
員
等
の
認
定
基
準
を
満
た

し
て
い
る
た
め
、
市
道
阿
邪
里
２

号
線
と
し
て
認
定
す
る
も
の
で

す
。

南九州畜産獣医学拠点事業計画地と
市道阿邪里線を結ぶ道路

意
見

路
線
の
現
況
に
つ
い
て
、

今
後
当
拠
点
が
開
設
さ
れ
る
と
、

大
小
動
物
の
搬
入
・
搬
出
が
想
定

さ
れ
る
が
、
現
況
で
は
狭
す
ぎ
る

の
で
は
な
い
か
。
ま
た
、
県
道
と

の
連
結
も
不
充
分
で
あ
る
と
思
わ

れ
、
市
道
の
拡
幅
が
急
が
れ
る
の

で
は
な
い
か
。

補
正
予
算

議
案
第
52
号

全
会
一
致

可
決

令
和
４
年
度
曽
於
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
３
号
）

４
億
４
６
７
７
万
円
追
加

補
正
後
予
算

総
額
２
６
６
億
４
９
８
４
万
円

歳
入
は
、
総
務
費
国
庫
補
助
金

の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
３
億

円
の
増
額
や
繰
入
金
の
財
政
調
整

基
金
繰
入
金
等
を
増
額
す
る
も
の

が
主
な
も
の
で
す
。
歳
出
は
、
商

品
券
交
付
金
等
の
追
加
に
よ
り
経

済
対
策
配
布
型
商
品
券
事
業
費
の

増
額
や
橋
梁
改
修
工
事
等
の
追
加

に
よ
り
農
業
・
農
村
活
性
化
推
進

施
設
等
整
備
事
業
費
等
の
増
が
主

な
も
の
で
す
。

総
務
常
任
委
員
会（

岩
水
豊
委
員
長
）

【
自
治
会
統
合
補
助
金
】

問

今
回
統
合
さ
れ
た
自
治
会

は
、
ど
の
よ
う
な
経
緯
で
統
合
に

至
っ
た
の
か
。

答

財
部
の
２
地
域
で
は
元
市
役

所
職
員
の
献
身
的
な
活
動
に
よ

り
、
お
よ
そ
２
年
間
に
及
ぶ
協
議

を
重
ね
統
合
に
至
っ
た
。

【
経
済
対
策
配
布
型
商
品
券
事
業

（
第
４
弾
）】

問

第
４
弾
の
内
容
は
。

答

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

基 準 日 令和４年６月 24日㈮ 商品券の
配布場所

３支所を基本とし、一部の地
域では移動式での配布も予定
している

対 象 者 基準日時点で市の住民基本
台帳に記載されている方 使用期間 令和４年 ９月13日㈫から

令和４年12月31日㈯

引換券の
受領期間

令和４年 ９月13日㈫から
令和４年12月28日㈬

商品券の
種 類

ア　全店応援券1冊
イ　飲食店・地元応援券1冊
1冊あたりの枚数は1商品券10枚

商品券の
配布期間

令和４年 ９月13日㈫から
令和４年12月28日㈬

使 用
可 能 額

1人当たり10,000円
（1枚あたりの額面は500円）
ただし、飲食店で使用する際
には1枚あたり600円
※テイクアウトは500円

事業者換金期間 令和４年９月13日㈫から
令和５年１月31日㈫

3 ☆本紙では、主な事柄を抜粋して掲載しております。



文
教
厚
生
常
任
委
員
会

（
上
村
龍
生
委
員
長
）

【
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
生

活
困
窮
者
自
立
支
援
金
支
給
事
業
】

問

生
活
困
窮
世
帯
の
定
義
と
支

援
内
容
は
。

答

生
活
困
窮
世
帯
と
は
、
生
活

保
護
に
至
る
手
前
の
段
階
の
世
帯

で
、
こ
れ
ま
で
６
月
末
ま
で
の
支

援
で
あ
っ
た
が
、
２
か
月
間
延
長

し
、
８
月
末
ま
で
と
す
る
た
め
の

補
正
で
あ
る
。

【
大
隅
総
合
運
動
公
園
体
育
館
や

曽
於
市
民
プ
ー
ル
の
修
繕
料
の
増

額
補
正
】

意
見

所
管
施
設
数
が
多
く
、
全

体
的
に
老
朽
化
し
て
い
る
。
早
め

に
全
体
計
画
を
作
成
し
て
補
修
等

に
対
応
し
て
ほ
し
い
。

建
設
経
済
常
任
委
員
会

（
九
日
克
典
委
員
長
）

【
有
害
鳥
獣
等
駆
除
被
害
防
止
事

業
】

問

箱
ワ
ナ
仕
様
の
変
更
の
内
容
は
。

答

片
開
き
よ
り
両
開
き
の
方
が

単
価
的
に
は
高
く
な
る
が
、
捕
獲

の
効
率
が
よ
い
。
購
入
基
数
は
当

初
の
22
基
で
変
わ
ら
な
い
が
、
単

価
の
増
額
に
よ
る
補
正
で
あ
り
、

県
補
助
金
も
変
更
申
請
が
可
能
で

あ
る
。

【
農
業
・
農
村
活
性
化
推
進
施
設

等
整
備
事
業
】

平
成
28
年
に
財
部
町
荷
込
地
区

か
ら
市
へ
架
替
の
申
請
が
あ
り
、

県
へ
要
望
し
て
い
た
も
の
が
本
年

度
採
択
さ
れ
た
と
の
説
明
が
あ
り

ま
し
た
。

問

橋
の
建
築
年
や
現
況
は
。

答

橋
は
老
朽
化
し
て
お
り
、
地

元
管
理
で
は
あ
る
が
何
年
頃
完
成

し
た
の
か
、
地
元
住
民
も
詳
細
に

把
握
し
て
い
な
い
。

問

地
元
負
担
は
あ
る
の
か
。

答

用
水
な
ど
受
益
者
が
特
定
さ

れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
お
願
い
し

て
い
る
が
、
受
益
者
が
特
定
さ
れ
な

い
も
の
は
地
元
負
担
は
求
め
な
い
。

意
見

大
型
農
耕
車
や
人
の
通
行

等
の
際
に
危
険
を
伴
う
た
め
、
早

急
な
架
替
が
必
要
で
あ
る
。

架替が急がれる財部町荷込地区の橋

議
案
第
55
号

全
会
一
致

可
決

令
和
４
年
度
曽
於
市
介
護
保
険
特

別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

１
億
４
５
１
１
万
円
追
加

補
正
後
予
算

総
額
61
億
４
７
２
万
円

令
和
３
年
度
介
護
給
付
費
償
還

金
等
の
追
加
及
び
人
事
異
動
等
に

よ
る
も
の
で
、歳
入
に
つ
い
て
は
、

国
庫
支
出
金
は
地
域
支
援
事
業
交

付
金
や
一
般
会
計
繰
入
金
、
前
年

度
繰
越
金
を
そ
れ
ぞ
れ
増
額
す
る

も
の
が
主
な
も
の
で
す
。
歳
出
に

つ
い
て
は
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
運
営
業
務
委
託
料
、
一
般
会

計
繰
出
金
、
人
事
異
動
等
に
よ
り

介
護
保
険
総
務
職
員
給
を
そ
れ
ぞ

れ
増
額
し
、
高
齢
者
実
態
把
握
事

業
委
託
料
を
減
額
し
て
い
ま
す
。

問

介
護
予
防
把
握
事
業
か
ら
地

域
支
援
事
業
費
へ
の
組
替
え
の
経

緯
は
。

答

こ
れ
ま
で
医
療
法
人
参
篤
会

に
委
託
し
て
い
た
介
護
予
防
把
握

事
業
の
委
託
業
務
が
終
了
す
る
こ

と
か
ら
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
へ
委
託
す
る
こ
と
と
な
り
、

介
護
予
防
把
握
事
業
の
末
吉
分
を

組
替
え
た
。

意
見

介
護
保
険
事
業
は
繰
越
金

を
含
め
財
政
的
に
余
裕
が
出
て
き

て
い
る
の
で
、
新
た
な
財
政
計
画

を
作
成
す
る
よ
う
に
。

発

議

発
議
第
６
号

全
会
一
致

可
決

曽
於
市
議
会
委
員
会
条
例
の
一
部

改
正曽

於
市
行
政
組
織
条
例
の
一
部

改
正
に
伴
い
、
現
行
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

朱書き部分が今回の改正箇所です

委員会名 定数 所管事項

総務常任委員会 7
総務課、地域振興課、企画政策課、財政課、税務課、
市民環境課、会計課、議会事務局、監査委員事務局、
選挙管理委員会の所管に属する事項及び他の委員会に
属さない事項

文教厚生常任委員会 7
保健課、こども未来課、福祉介護課、保健福祉課、教
育委員会（教育総務課、学校教育課、生涯学習課）の
所管に属する事項

産業建設常任委員会 6
農政課、商工観光課、畜産課、耕地林務課、産業振興
課、土木課、まちづくり推進課、水道課、農業委員会
事務局の所管に属する事項

4曽於市議会だより№ 69　令和 4年 8月 1日発行



全会一致で可決した議案

区分 議案番号 件　名

承 認 案

第 2号 専決処分の承認を求めることについて（曽於市税条例の一部改正）

第 3号 専決処分の承認を求めることについて（曽於市国民健康保険税条例の一部改正）

第 4号 専決処分の承認を求めることについて（曽於市介護保険条例の一部改正）

第 5号 専決処分の承認を求めることについて（令和３年度曽於市一般会計補正予算（第 12号））

議　　案
第40号 曽於市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について

第41号 令和４年度曽於市一般会計補正予算（第１号）について

第 1回　臨時会

区分 議案番号 件　名

報　　告
第 1号 継続費逓次繰越しの報告について

第 2号 繰越明許費繰越しの報告について

承 認 案 第 6号 専決処分の承認を求めることについて（令和４年度曽於市一般会計補正予算（第２号））

議　　案

第43号 曽於市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除及び不均一課税に関する条例の一部改正
について

第44号 曽於市税条例等の一部改正について

第45号 曽於市予防接種健康被害調査委員会条例の一部改正について

第46号 曽於市小学校及び中学校の設置並びに管理に関する条例の一部改正について

第47号 曽於市立学校給食センターの設置及び管理に関する条例の一部改正について

第48号 曽於市教職員住宅条例の一部改正について

第49号 財産の取得について（消防ポンプ自動車）

第50号 財産の取得について（本庁増築庁舎事務用機器）

第51号 曽於市道路線の認定について

第52号 令和４年度曽於市一般会計補正予算（第３号）について

第53号 令和４年度曽於市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について

第54号 令和４年度曽於市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について

第55号 令和４年度曽於市介護保険特別会計補正予算（第１号）について

第56号 令和４年度曽於市生活排水処理事業特別会計補正予算（第１号）について

第57号 令和４年度曽於市水道事業会計補正予算（第１号）について

第58号 令和４年度曽於市公共下水道事業会計補正予算（第１号）について

発　　議 第 6号 曽於市議会委員会条例の一部改正について

第 2回　定例会

区分 議案番号 件　名

議　　案 第42号 曽於市ハラスメント防止条例の制定について

　総務常任委員会に付託された以下の議案は、執行部の出席を求め慎重に審査した
結果、結論に達せず、継続審査となりました。

5 ☆定例会とは年 4回定例的に開かれる会議で、曽於市では、3月・6月・9月・12 月に開催します。




